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1．はじめに

本研究では1995年1月から2024年11月の「人口動態統計」による都道府県別死亡数と出

生数並びに2000年1月から2025年3月の「住民基本台帳人口移動報告」による都道府県間

転入数と転出数を用いて，月別変動のパターンを地域別に分析することを目的とする．こ

れら動態件数の月別系列には季節性，すなわち1年間の月別にみた系列の安定な変化が認

められるため，センサス局法を用いて季節性に関する時系列の要因分解を行い，1年を超

える系列の中長期的な趨勢の変化を観察する．とくに，新型コロナ感染症の流行が始まり，

最初の緊急事態宣言が発出された2020年4～5月前後に，趨勢の変化があったのか否かに

ついて検証することを目的とする．
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月別人口動態系列（出生数，死亡数，都道府県間転出数と転入数）に含まれる季節性に，センサ

ス局法（X-13-ARIMA-SEATS）を用いて対処したうえで，最新の人口動態の趨勢の変化を観察

した．これら系列の季節性に関する時系列の要因分解を都道府県別に実施し，全国と三大都市圏に

縮約して，主要な結果を示した．とくに，新型コロナウイルス感染症の流行が始まり最初の緊急事

態宣言が発出された2020年4～5月前後に，人口動態系列の趨勢の変化があったのか否かについて

検証した．

分析の結果，死亡と出生には全国的なショックが広範な地域で観察される傾向にあり，2022年2

月以後の死亡には一時的な変化だけではなく趨勢の変化・水準変化が起こっていることがあきらか

になった．人口移動は地域によってかなり事情が異なっており，2020年5月の「新型コロナショッ

ク」は，すべての地域で転入数・転出数の双方を一時的に減らしたものの，東京圏では転出減より

も転入減が大きく転入超過数の減少をまねき，非大都市圏では転入減よりも転出減の方が大きく転

出超過数の縮小があったことなどがわかった．

キーワード：月別死亡・出生・都道府県間移動，新型コロナ感染症，季節調整

*)明治大学政治経済学部准教授



2020年に始まった新型コロナウイルス感染症の世界的な大流行は，直接的な健康被害へ

の影響だけでなく，多くの国々で法的な都市封鎖が実施され人流・物流に甚大な影響を招

くとともにオンライン会議や在宅勤務（テレワーク）の増大等の社会の有り様を大きく変

える影響を及ぼしている．新型コロナウイルス感染症の影響は広範で甚大であったため，

最新データに基づく現在の状況の精確な把握が重要となり，わが国においても速報性が重

視されて関連する統計の2次的な取りまとめが多くなされてきた．なかでも人口動態に関

する統計として，出生と死亡については「人口動態統計月報」が約5ヶ月後１），「住民基

本台帳人口移動報告月報」が調査月の2ヶ月後に，都道府県別の実数が公表されている．

しかし，これらの人口動態には季節性がある．死亡の場合には6～9月に5～10％少なく，

12月から翌1月に10～15％多くなっている．出生も7～9月に5％ほど多い．人口移動に

ついては3～4月に集中しており，他の月の2～2.5倍という規模になっている．そのた

め，新型コロナウイルス感染症が流行し，モニタリングの観点から速報性が重視される前

から地域人口の変化について最小限のタイムラグをおいた最新の人口変化の状況について

のデータは公表されていたのだが，月別原系列は 当該地域で現在総人口はどの程度の速

度で減少しているのかという最も基本的な事実について客観的な知見を得ることが難しい

季節変化を含んでいる．このような季節変化により，月別人口動態系列はこれまでほとん

ど活用されることはなかった２）．本研究では，最新の動向を把握するために月別人口動態

系列を観察するという実務的な観点から経済統計に広く適用され一般的・標準的な季節調

整の手法であるセンサス局法を用いる３）．すなわち，出生・死亡・人口移動の月別人口動

態の各系列に適用して時系列の要因分解を行い，季節性のパターンを除去した季節調整済

み系列とさらに一時的な撹乱的変動を除去した中長期的な趨勢の変化について分析する．

本研究は，センサス局法という経済統計の実務家にとって標準的な手法を用いることに

よって人口動態の月次系列からも簡便に季節性を除去し，月別系列変化の背後にある中長

期的な趨勢の観察が可能であると示すことを一つの目的としている．そのため，センサス

局法には多彩なモデリングオプションがあるものの，詳細なモデルの精緻化には立ち入ら

ずに初期設定を用いることとする．分析モデルの精緻化により結果は変わりうる可能性が

あることに留意されたい．また，同じ理由で人口動態件数「実数」を分析対象とする．わ

が国の人口は急速な少子高齢化が進行しており，年齢別分母人口の変化により出生数と移

動数は減少，死亡数は増加傾向にある．長期的な趨勢の観察においては人口の年齢構造の

―78―

1）「人口動態統計速報」が調査月の約2ヶ月後に届出地についての件数を取りまとめ報告しているが，届出地

の地域が住所地とどのような関係にあるのかは定かではない．また，日本における外国人，外国における日本

人と前年以前に発生したものを含む．本研究では「人口動態統計（確定数）」と同一の観察対象について，子

の住所地と死亡者の住所地という同一の地域を表章する月報を用いた．

2）管見の限り，唯一の例外として，第13回社会保障審議会人口部会（平成23年10月21日）において「日本の将

来推計人口－新推計の基本的考え方－」（資料2）（2025年10月31日アクセス：https:://mhlw.go.jp/stf/shin

gi/2r9852000001thzi.html）のなかで，1980年から2011年5月の月別，出生順位別合計特殊出生率に対してセ

ンサス局X-11法による季節調整を実施し，将来推計実施直前のトレンドの観察が試みられたことがある．

3）国友（2007）によれば，季節調整の手法として，日本を含めた先進諸国の中央官庁において米国センサス局

で開発されたX-11法とX-12-ARIMA法がよく知られているが，経済時系列分析に関心のある統計学の研究

者の間では統計数理研究所が開発したDECOMP法がよく知られているという．



影響を除去した「率」の観察が重要であるが，季節性の分析は典型的には1年以内の期間

の変化のような 短期の系列変化に着目した分析である．本研究が「数」を対象とする分

析であること，年齢構造の影響を大きくは受けないような長さの期間，とくに新型コロナ

ウイルス感染症の流行が始まった後の期間のせいぜい2～3年程度のスパンの変化に注目

する分析であることに留意されたい．

著者らは2022年に月別人口動態の最新の動向について，センサス局法を援用した時系列

の要因分解結果についてのモニタリングを開始し，概ね半年に一回程度の頻度で結果を報

告してきた４）．センサス局法は，ごく大雑把に言えば中心化移動平均によって季節成分を

除去する手法である．中心化移動平均とは，当該月及び前後同一期間幅の移動平均を算出

することで系列の趨勢を捉えようとするものであるため，最新の趨勢の算出には数年間程

度の将来の値が必要となる．そのため，中心化移動平均を用いる時系列の要因分解の分析

一般に，新しいデータが加わる度に調整値が変化し，頻繁な更新はユーザーからの調整結

果に対する信頼を損なって季節調整値を公表する意義を失うことになるという「調整値更

新の不安定性」（Dagum1980：p.7，Findleyetal.1998：p.136）の問題がつきまとう．

分析上関心が高い最新の期間において「調整値更新の不安定性」の影響は大きくなるとい

う本質的に難しい問題である．一方で，本稿執筆のための分析を実施した時点において

2024年11月までの「人口動態統計 月報」と2025年3月までの「住民基本台帳人口移動報

告 月報」の結果を利用することができるようになっている．本研究が最も着目する2020

年前半については，一定のデータが蓄積されることで「調整値更新の不安定性」の影響を

大きくは受けなくなってきた時期の分析結果を示すものである．他方で，死亡数について

は新型コロナウイルス感染症の流行が始まった2020年は従来からの趨勢と比べて減少した

ものの2022年以後かなり多く推移しており，最新の状況については今後公表されるデータ

次第で結果が変わる可能性があることに留意されたい．

2．分析手法

2.1．センサス局法の概要

センサス局法として知られる季節調整の方法には膨大な先行研究が存在する．おもに中

央官庁が季節調整済み系列を公表するという実務的な必要性から数々のバージョンアップ

を重ねて複雑化しており，最新の手法はX-13-ARIMA-SEATS法と呼ばれる．このX-

13-ARIMA-SEATS法においても，季節調整手法の中心を成す時系列の要因分解の手法

は，移動平均を繰り返し適用することで原系列から季節成分を除去し，季節調整済み系列

や中長期的な趨勢成分を抽出する際に用いられる「X-11法」である．X-11法は1950年代

半ばに米国センサス局で開発が始まり，1960年代半ばに確立（Shiskinet.al1967，

Ladiray&Quenneville2001）したものであり，極めて長い歴史を有する，そのため，セ
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4）毎年秋口に開催される日本人口学会東日本部会の2022年から2024年度の第1回部会（菅ほか 2022，菅ほか

2023，菅ほか 2024）及び毎年4月に開催される2023～2024年アメリカ人口学会大会で分析結果を報告した．



ンサス局法やX-11法に関して膨大な文献が存在するが，その網羅的なレビューは本稿の

目的とするものではない．以下では本稿で使用するX-13-ARIMA-SEATSプログラムの

理解に必要な最小限の紹介を行う．

X-11法には，時系列の最新部分に中心化移動平均を用いることができないため，新た

なデータが利用可能になる度に最新期間の要因分解結果に相対的に大きな改訂を余儀なく

されるという「調整値更新の不安定性」の問題があった．このような問題に対して，時系

列解析モデルとしてBox&Jenkins（1970：第3章）が提唱した自己回帰和分移動平均

（AutoRegressiveIntegratedMovingAverage,ARIMA）を用いて系列の最古と最新

部分を補うという対処法が考案され，1970～1980年代にかけてX-11-ARIMA法は確立し

た．さらに，X-11-ARIMA法のARIMAモデルを発展させて，系列の最新部分の予測に

加えて閏年や休日・曜日構成の影響等のカレンダー効果や種々の異常値や変化点を特定・

除去することができるregARIMA（linearregressionmodelwithARIMAtimeseries

errors）モデルを組み込んだX-12-ARIMA法は2000年前後に確立している（Findleyet.

al1998）．最新のX-13-ARIMA-SEATS法においてもこのX-12-ARIMA法の処理を実

行することができるが，それはregARIMAモデルによるデータの事前調整と，時系列の

要因分解による季節成分の除去のためのX-11法の適用処理から構成されている．

2010年代に入り登場したX-13-ARIMA-SEATS法は，1990年代末にスペイン銀行で開

発され欧州諸国で広く用いられる TRAMO-SEATS法（TimeSeriesRegressionwith

ARIMANoiseMissingObservationsandOutliers・SignalExtractioninARIMATime

Series，G・mez&Maravall1996）を組み込み，X-12-ARIMA法とともに利用できるよ

うにしたものである．TRAMO-SEATS法は，X-12-ARIMA法におけるregARIMAモ

デルによる事前調整を担うTRAMO法と時系列の要因分解を担うSEATS法から構成さ

れている．高部（2009）によれば，TRAMO法にはregARIMAと比べても洗練された

モデルの自動選択機能があり，SEAT法は統計学的な考え方は異なるものの季節調整結

果にはX-12-ARIMA法と大きな違いは生じない．本研究ではX-13-ARIMA-SEATSプ

ログラムを利用するが時系列の要因分解の実施にはX-11法を利用しており，「調整値更新

の不安定性」の問題に対処するための最新部分の系列値の予測にはregARIMAモデルを

用いた．X-13-ARIMA-SEATSプログラムでは regARIMAモデルの自動選択機能に

TRAMO法とほぼ同等の手法を選択できるため（U.S.CensusBureau2020），ここでは

実質的にX-12-ARIMA法にTRAMO法を組み合わせたものを用いていることになる．

具体的には，X-13-ARIMA-SEATSプログラムは，次の三段階の手順で季節調整を実

施する．第一段階はregARIMAモデルを用いた事前調整パートであり，本稿ではモデル

の自動選択にTRAMO法を用いる．第二段階は時系列を分解し季節成分を除去するパー

トであり，本稿ではX-11法を用いる．第三段階は，事前調整や時系列の要因分解の良好

さに関する種々の統計量が計算され，モデル診断を行うパートとなる．以下では分析結果

の解釈に直接関わる部分のみを取り上げて，センサス局法とその利用方法について述べる．

2.2節では分析手法として季節調整を行う分解モデルを導入し，X-11法の時系列の要因分
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解によって実際に推定される要因とその解釈について述べる．また，季節調整結果の紹介

において着目する指標「撹乱成分比」と2020年前後に人口動態系列の趨勢に変化があった

か否かを検証する方法にも言及する．2.3節では，実装にあたり利用するデータと実際に

X-13-ARIMA-SEATSプログラムを適用する際に必要なオプション設定について言及す

る．分析結果の精確な解釈には，X-13-ARIMA-SEATSプログラム処理のうち，第一段

階の事前調整に用いるregARIMAモデルとTRAMO法，第二段階の時系列の要因分解

を行うX-11法についての精確な理解が不可欠と思われる．これらには技術的な内容を含

むため，それぞれ補遺1と補遺2としてまとめ，『人口問題研究』ウェブページから参照

できるようにした．

2.2．季節調整法の概要

季節調整のうち時系列の要因分解を行うX-11法は原系列Ytを，乗法モデルもしくは加

法モデルのうち統計的に好ましいモデルを用いて，趨勢系列Tt，複合季節成分St，撹乱

成分Itの3要素に分解することを目的とする．X-11法は，トレンド移動平均と季節性移

動平均という2種類の移動平均を繰り返し適用して，時系列を3要素に分解する手法であ

る．X-11法の詳細は補遺2を参照されたい．

Yt・Tt・St・It (乗法モデル)

Yt・Tt・St・It (加法モデル)

趨勢系列Ttは，原系列のうち1年を超える期間の趨勢的な変化を抽出する．なお，この

系列は経済時系列データに適用されることの多いX-11法において，景気循環等を念頭に

傾向循環系列（Trend-cycleseries）と呼ばれる成分であるが，人口動態系列において同

様な循環が生じる理論的な根拠は自明ではないため，本稿では「趨勢系列」と呼ぶ．複合

季節成分St（CombinedSeasonal,tradingday,andholidayfactor）は，原系列のうち

1年間の月別にみた系列の変化パターンを抽出する．また，時系列に固有な要因である閏

年や休日・曜日構成効果等のカレンダー効果を含む．撹乱成分It（Irregularfactor）は，

これらすべての要素を取り除いた不規則な変化に対応する．

季節調整済み系列Atとは，原系列から複合季節成分を除去したものであり，時系列の

要因分解結果からAt・Tt・ItもしくはAt・Tt・ Itとして得られるものである．なお，本

稿で用いる季節調整法では，まず事前調整パートのTRAMO法でregARIMAモデルを

用いて季節性（Seasonal）ARIMA（SARIMA）モデルでは説明できない 統計的に有意

な閏年や休日・曜日構成効果等のカレンダー効果及び3種類の異常値・変化点を識別・

除去する．そして，このような調整をほどこした事前調整済み系列に対して，X-11法を適

用して時系列の要因分解を行う．regARIMAモデルが自動識別可能な3種類の異常値・

変化点とは，①ある特定の月の値が異常であることを示す加法的外れ値（AdditiveOutlier，

以下AOと略記），②特定の月に生じる異常が減衰的に縮小する一時変化（Temporary
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Change），③特定の月に生じた系列の変化が永続する水準変化（LevelShift，以下LS）

である．これらのうち，①と②は系列に一時的に生じる異常と分類される．regARIMA

モデルでは②は一時変化と呼ばれるが，以後は「減衰的変化（ExponentialDecay，以下

ED）」と呼ぶ．事前調整については補遺1でより詳しく扱うため，あわせて参照されたい．

事前調整においてregARIMAモデルが原系列から抽出した要因のうちカレンダー効果

は，X-11法を事前調整済み系列に適用して抽出する季節成分と合わせて複合季節成分に

なる．したがって，カレンダー効果と季節成分が，季節調整済み系列から除去されている．

3種類の異常値・変化点については，系列の変化が永続する水準変化（LS）は最終的な

趨勢系列に含まれる．一時的な変化である加法的外れ値（AO）と減衰的変化（ED）は

最終的な撹乱成分に含まれる．そのため，3種類の異常値・変化点は，季節調整済み系列

に含まれることになる．

強い季節性を示す系列の変化を調べるときに利用される最も簡便な指標は対前年比であ

ると思われるが，複合季節成分を除去した季節調整済み系列をみれば，中長期的な趨勢と

当月までに生じた異常値・変化点の状況のなかで直前の月と比べた変化を知ることができ

る５）．そのため，本稿では基本的に趨勢系列と季節調整済み系列に着目し，中長期的な趨

勢の変化と，趨勢系列に対する季節調整済み系列の比（以降は，「撹乱成分比」と呼ぶ）

を中心に分析結果を紹介する．

撹乱成分比は記号で表すと1・
It
Tt

である．撹乱成分比は加法的外れ値（AO）と減衰的

変化（ED）の生じた月に大きくなり，当該月の系列値の中長期的な平均に対する大きさ

を測る．事前調整パートのTRAMO法が統計的に有意な水準変化（LS）を識別すると，

趨勢系列が変化するが，後述の通り本稿では間接調整結果を取り上げることから，

regARIMAモデルが識別する異常値と変化点の効果総量は撹乱成分比と同等の大きさに

なっている６）。このような統計的に有意な異常値・変化点が2020年以後に生じている場合

を，本稿では「新型コロナショック」と呼ぶ．

本稿は，新型コロナウイルス感染症が拡大した2020年以後に，それ以前と比べて趨勢の

変化があったのかに着目する．このことを統計的に検証するため，2015年1月～2019年12

月の趨勢系列を年月に回帰して線型の傾向を近似して得た予測値とその99％信頼区間を同

期間の趨勢系列と比較する．また，2020年以後の線型の補外値と趨勢系列を比較する．

2015～2019年の趨勢系列が信頼区間内にあれば線型の傾向がこの間の趨勢系列をよく近似
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5）複合季節成分にはカレンダー効果が含まれるため，たとえば3月は2月と比べて約11％長いという効果は季

節調整済み系列からは除去されている．また，季節調整済み系列には撹乱成分を含む．そのため，たとえば東

日本大震災（2011年3月）が2011年2月と比べて月単位の死亡をどの程度増やしたかの示唆を与える．

6）間接調整の季節調整済み系列はたとえば全国の場合47都道府県の直接調整結果を合計したものである．個別

都道府県に生じた異常値・変化点は事前調整済み系列から除去され，最終的にすべての都道府県に生じた異常

値・変化点が合算された効果が間接調整の季節調整済み系列に反映されることになる．regARIMAモデルが

変化点（水準変化（LS））を識別すると趨勢系列が変化するため撹乱成分比は一時変化が識別される場合より

も小さくなると予測されるが，地域別にみるとすべての都道府県で変化点が同時に生じるわけではない．実際，

本稿の分析結果をみる限り，間接調整結果に生じる異常値・変化点の効果総量（水準変化（LS）を含む）は，

全国を対象とする直接調整で推定した1本のregARIMAモデルが統計的に有意に異常値・変化点を識別した

年月における間接調整結果の「撹乱成分比」の大きさと概ね同程度になっている．



していることになる．その上で，2020年以後の趨勢系列が補外値の信頼区間の外に乖離す

ることは，同系列の2020年以後の趨勢に変化があったことを示す．ただし，X-13-

ARIMA-SEATSプログラムはregARIMAモデルによる事前調整を行う前に原系列を対

数変換するか否かを自動的に判定する（補遺1）．対数変換が行われた場合には2015～

2019年の趨勢系列に対し対数線形回帰を行い，対数変換が行われなかった場合には線形回

帰を行って予測値とその信頼区間を得た７）．

2.3．データとX-13-ARIMA-SEATSプログラムの利用

本稿では，「人口動態統計」８）による1995年1月から2024年11月の月別 都道府県別 死亡

数と出生数（359ヶ月），ならびに，「住民基本台帳人口移動報告」９）による2000年1月から

2025年3月の月別 都道府県別 都道府県間転出数と転入数（303ヶ月）の延べ188系列の

1,324ヶ月に対して，X-13-ARIMA-SEATSプログラムを用いて2.2節で説明した季節調整

を実施する．そして，季節調整された転出入系列の差分をとることで社会増減，出生と死

亡の差から自然増減についての季節調整を行う．なお，いずれの人口動態系列も対象とす

るのは外国人を除く日本人のものである．「人口動態統計」については確定数と月報（概

数）を用いるが，いずれも前年以前に発生したものを除く日本における日本人の出生数と

死亡数となっている．また，「住民基本台帳人口移動報告」については，2013年7月に

「住民基本台帳法の一部を改正する法律」が施行されたことに伴い，外国人も住民基本台

帳への登録対象となった．そのため，2013年7月以後の「住民基本台帳人口移動報告」で

は，日本人のほか外国人を含む総数が表章されるようになった．本研究では系列の連続性

を担保するため，2013年以後の期間も日本人移動者の転出入数を用いた．

2.1節の冒頭で言及した通り，センサス局法は長い歴史を有し，実務的な必要性からプ

ログラムの精緻化が進められたため，多彩なオプションがある．しかしながら，本稿は経

済時系列の分析で広く一般的・標準的に活用されているセンサス局法による季節調整を人

口動態統計系列にも容易に応用可能であることを示すことも目的のひとつとしており，基

本的には初期設定のままX-13-ARIMA-SEATSプログラムを利用した．ただし，3つの

項目を追加的に設定している．1つ目は，regARIMAモデルの自動選択にあたり，初期

モデル（SARIMA(0,1,1)(0,1,1)12）を特定する際に曜日効果とイースター効果の統計的な

有意性に関するAICテストを追加し，統計的に有意な場合にはSARIMAモデルを適用

する残差からこれらの効果を除外するようにした．2つ目は，初期設定では異常値・変化

点の類型として加法的外れ値（AO）と水準変化（LS）しか自動検索の対象としないが，

減衰的変化（ED）についても自動探索の対象とした．先述の通り，本研究では時系列の

要因分解にSEATS法ではなくX-11法を用いる．以上の設定でモデル識別を実施したと
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7）具体的には，出生の全国・名古屋圏・大阪圏は線型，その他の系列・地域については対数線形の回帰モデル

を用いた．なお，自然増減と社会増減は出生・死亡と転出入の時系列の要因分解結果の差分として算出してお

り，2015～2019年のトレンドは線型を仮定した．

8）1995年から2023年までの「人口動態統計（確定数）」と2024年1月から11月までの「人口動態統計月報（概

数）」を用いた．

9）2000年から2024年までの年報と，2025年1月から3月までの月報を用いた．



ころ，5年前と5年後の同月の観測値が必要となる季節性移動平均の次数がプログラムに

よって自動的に選択されることがあった．そのため，regARIMAモデルを用いる事前調

整にあたっては，TRAMO法で識別された最終的なregARIMAモデルを用いて5年間

の予測値を得た．X-13-ARIMA-SEATSプログラムの初期設定ではregARIMAモデル

を用いた事前調整を行う場合には12ヶ月の予測値が自動的に算出されるが，3つ目の追加

オプション設定として5年間の予測値を得た．

本研究では都道府県別の月別人口動態系列（出生数，死亡数，都道府県間転入数と転出

数）にX-13-ARIMA-SEATSプログラムを適用して季節調整を実施して得られる膨大な

分析結果を，全国と三大都市圏10）に縮約して主要な分析結果を示す．全国・三大都市圏の

季節調整を行う場合，これら地域を構成する都道府県各々の季節調整の結果を集計する方

法（間接調整;indirectadjustmentもしくはcompositeadjustment）と，三大都市圏

（合計値）を直接調整（directadjustment）する方法がある．地域によって季節性，すな

わち1年間の月別にみた系列の変化パターンが異なるなら，合計系列では2つの地域の変

動が打ち消し合い失われることがあるため間接調整が好ましい．一方，対象地域の季節性

と中長期の趨勢が同じパターンなら，撹乱が均され複数の地域の季節性が互いに補完しあ

うため合計系列に対する直接調整が好ましいとされる．本研究では，全国・三大都市圏に

ついての間接調整の分析結果を取り上げる11）．全国・東京圏・名古屋圏・大阪圏・非大都

市圏の5区分の地域について間接調整の季節調整を行うため，実際には背後で47都道府県

のそれぞれについて4種類の人口動態についての合計1,324ヶ月のデータを用いて，延べ

47都道府県の188系列について直接調整を実施した．この膨大な分析結果のなかには，都

道府県間で「新型コロナショック」がどのように関連し発生したのかについての示唆を得

る情報も含まれると考えられるが，本稿では紙幅の関係で全国と三大都市圏に縮約した結

果を示す．

3．分析結果

まず全国について，次いで三大都市圏についての間接調整結果を紹介する．なお，本誌

はカラー印刷に対応していないが，『人口問題研究』ウェブページに掲載された論文では

分析結果を示したカラーの図が収録されている．あわせて参照されたい．

3.1．全国の動向

① 死亡数

図1に全国の月別死亡数についての時系列の要因分解の結果を示した．また，表1に

―84―

10）東京圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県），名古屋圏（岐阜県，愛知県，三重県），大阪圏（京都府，大

阪府，兵庫県，奈良県）を三大都市圏とし，それ以外を非大都市圏（その他の道県）とした．

11）ただし，間接調整は，個別都道府県についての分解結果を足し上げたものであり，regARIMAモデルの推

定は行われない．全国及び三大都市圏についてのregARIMAモデルの異常値・変化点等についての推定結果

について言及する場合には直接調整を行った場合の推定結果を参照している．



regARIMAモデルが識別した異常値・変化点の種類と係数推定値のt値ならびに当該月

における撹乱成分比の値をまとめて掲げた．
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出典：筆者作成．

図１ 全国の死亡数の推移：1995年１月から2024年11月

出典：筆者推定．注：異常値・変化点の種類は，加法的外れ値（AO），減衰的変化（ED），水
準変化（LS）の別を示す．regARIMAモデルが識別した異常値・変化点は直接調整の推定結果，
撹乱成分比（季節調整済み系列の趨勢系列に対する比）は間接調整結果による．全国の都道府県
間移動は転出数と転入数が合致する．

表１ regARIMAモデルが識別した異常値・変化点と撹乱成分比：全国

人口動態
の種類

年月
異常値・変化点

撹乱成分比
種類 t値

死亡 1995年1月 ED 7.74 1.098

1997年1月 AO 6.70 1.124

1998年2月 ED 4.95 1.079

1999年1月 ED 11.49 1.234

2000年2月 AO 4.56 1.065

2003年1月 AO 4.89 1.079

2005年3月 AO 5.48 1.113

2011年3月 AO 9.95 1.181

2012年2月 AO 3.59 1.057

2022年2月 LS 4.86 1.077

2022年8月 ED 4.55 1.090

2022年12月 ED 4.17 1.082

2023年2月 ED -3.61 1.009

都道府県間
移動

2009年1月 AO 5.35 1.140

2011年5月 ED 6.47 1.159

2015年9月 ED 5.64 1.101

2020年5月 AO -9.07 0.796



全国の死亡数は，原系列でみると一定間隔のスパイクがあり，非常に強い季節性を示す

ことがわかる．このような季節性を除去した趨勢系列をみると長期的に増加傾向にあるが，

2020年前半頃から増加速度を加速させている．2020年以後の新型コロナウイルス感染症が

拡大した期間に着目すると，月別死亡数は2023年1月に約16.8万件と過去最高を記録した．

2022年 2月に水準変化（LS），2022年 8月と12月に減衰的変化（ED）があったことを

regARIMAモデルは識別したため，季節調整済み死亡数で見ると2022年12月に約14.2万

件（撹乱成分比は約1.082）で最も大きくなる．撹乱成分比の推移をみると，東日本大震

災の後2021年までは，2012年2月（1.057）を除いて，1.05を超えたことはなかった（括

弧内は撹乱成分比，以下同じ）．しかし，2022年2月の水準変化以後の期間では，新型コ

ロナ感染症の流行との関連でいうと2022年1～3月（第6波）や2022年7～8月（第7波）

以後の時期に相当する，2022年8月（1.090），2022年12月（1.082），2023年1月（1.079）

に，断続的に高水準の死亡ショックが発生している．ただし，これらの撹乱成分比の水準

は，東日本大震災が発生した2011年3月の1.181や，全国的にインフルエンザが流行した

1999年1月の1.234には及ばない．これまでもインフルエンザの流行等により，1997年1

月（1.124），1998年2月（1.079），1999年1→2月（1.234→1.115），2000年2月（1.065），

2003年1月（1.079），2005年3月（1.113），2012年2月（1.057）と定期的に死亡ショック

は起こっており，ショックの水準としても撹乱成分比でみる限り2022年以後のものと同程

度かそれ以上のものは定期的に発生していた．しかしながら，それらは加法的外れ値

（AO）や減衰的変化（ED）と識別される一時的なショックであるのに対し，2022年2月

以後には水準変化（LS）が識別されている．また1年のうちに3回の断続的な一時ショッ

クが発生したことはこれまでになかった．

新型コロナウイルス感染症が拡大した2020年以後に，それ以前と比べて趨勢の変化があっ

たのかをみるため，2015年1月～2019年12月の趨勢系列を年月に対数線形回帰した場合の

予測値とその99％信頼区間並びに2020年以後の補外値を重ねて示したのが図2である．

2015～2019年の全国の死亡数の趨勢は対数線型トレンドで良好に説明されており，予測値

の99％信頼区間のレンジに収まる．2020年の新型コロナウイルス感染症の流行が始まった

最初期に趨勢系列は99％信頼区間の下限を僅かに下回った後は増加速度を加速させ，2022

年には信頼区間の上限を上回っている．2022～2023年にかけて水準変化と一時ショックの

連続があったことは既述の通りであるが，2020～2022年と比べると2022年末から死亡数の

増加ペースはやや緩やかになっているように見えるものの，2024年11月までのところ99％

信頼区間上限から一定の距離を保って推移しており，顕著な低下あるいは2015～2019年ト

レンドへの回帰の傾向は示されていない．ただし，2節（分析手法）で言及した通り，趨

勢系列を推定する中心化トレンド移動平均は当月を中心に前後1～2年の観測値を要求し，

また季節成分を除去するための中心化季節性移動平均は同様に前後2～5年の同月の観測

値を要求する．そのため，観測期間の最後の1～2年はregARIMAモデルの予測値に依

存しており，異常値・変化点で識別されるような構造変化が起きないことを前提とするこ

とには留意されたい．
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② 出生数

全国の出生数の時系列の要因分解の結果を図3～4に示した．出生数についても，原系

列でみると，一定間隔のスパイクがあり，強い季節性を示すことがわかる．この季節性と

撹乱成分を除去した趨勢系列をみると，長期的に減少傾向にあり，新型コロナウイルス感

染症流行前の2015年頃から その前と比べ減少速度をやや加速させている（図3）．死亡数

についての分解結果とは異なり出生数については，2021年1月にやや大きな一時ショック

（撹乱成分比は0.942）を経験したものの，regARIMAモデルは本稿の分析対象期間にお

いて永続的・一時的なショックを示す異常値・変化点を 統計的に有意には識別していな

い．

しかしながら，2015年以後の期間に着目すると，やや違った状況も見えてくる．死亡数

の場合と同様に，出生についても趨勢系列の2015～2019年の線型のトレンドはこの間の低

下傾向を良好に説明しており，趨勢系列は99％信頼区間のレンジに収まる．2020年以後の

期間については，2023年前半頃から出生数の趨勢系列は線型トレンド予測値の99％下限を

下回り，2024年11月現在においても2015～2019年線型トレンドを下回って推移しているこ

とがわかる．新型コロナウイルス感染症への対策として人の接触が厳重に制限された頃，

結婚が減少した．結婚の減少は若干のタイムラグをもって第1子出生の減少を招き，低次

パリティ人口の低下が高次パリティ出生数を減少させる（国立社会保障・人口問題研究所

2023:p.30・36）という見方と整合的な分析結果であり，新型コロナウイルス感染症拡大

の影響は2023年頃から顕在化しているとみることができる．
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出典：筆者作成．注：対数線形トレンド予測値は，2015年1月～2019年12月の趨勢系列を年月に
対数線形回帰したときの予測値とその99％信頼区間を示す．2020年1月以後は対数線形予測値の
補外値．

図２ 全国の死亡数の趨勢系列と2015～2019年対数線形トレンドの予測値：

2015年１月から2024年11月
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図３ 全国の出生数の推移：1995年１月から2024年11月
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回帰したときの予測値とその99％信頼区間を示す．2020年1月以後は線形予測値の補外値．

図４ 全国の出生数の趨勢と2015～2019年線形トレンドの予測値：2015年１月から2024年11月



③ 都道府県間人口移動

全国の都道府県間人口移動の時系列の要因分解の結果を図5～6に示す．全国の都道府

県間移動は，転入数と転出数が合致するため人口移動による人口増減を示すものではなく，

都道府県境をまたぐ人口移動（住民票所在地変更）の総量を示す．冒頭で触れたように，

人口移動は転出入ともに3～4月に集中しておりその他の月の2～2.5倍という水準になっ

ている．そのため原系列からは過去20年程の期間をみれば減少傾向にあることは察しが付

くが，過去3～5年程度の趨勢と比較して今年の5月の水準はどの程度増加・低下したの

かを推し量るのは困難であろう．時系列の要因分解の手法は，このように非常に強い季節

性を示し，死亡や出生と比べると地域経済等の状況を反映し急速に変わりやすい人口移動

の現状を調べるためのツールといえる．

まず，趨勢系列をみると，都道府県間移動の総量は2000年から2010年頃まで低下し，以

後2019年頃まで同水準で推移した．直近では，2019年4月頃をピークにやや減少している．

撹乱成分比の推移をみると，ちょうど最初の緊急事態宣言が発令されていた2020年5月に

0.796という，人口移動量の大きな一時的な減少があったことがわかる．分析対象期間中，

新型コロナウイルス発生前にregARIMAモデルが識別した3つの加法的外れ値（AO）・

減衰的変化（ED）の撹乱成分比（1.101～1.159）と比べても，2020年5月の加法的外れ

値（AO）は大きな影響を及ぼした．なお，2000年代以後では，コロナ前の一時ショック

はすべて正であり，活発な人口移動ブームの加熱が異常値として識別されているのに対し，

2020年5月の新型コロナショックは人為的な制限による分析期間中はじめての人口移動量

の衰退ショックとなったことは興味深い．

2015年以後の期間に着目し趨勢系列の変化をみると，直近では都道府県間移動量は若干

の増加傾向にあった．実際，2015～2019年対数線形トレンドの係数推定値は0.1％水準で

統計的に有意な正であった．ただし，2019年4月頃から趨勢系列は減少を開始しており，

趨勢の変化が示唆される（図6）．しかしながら，最初の緊急事態宣言下の2020年5月に

一時的なショックがあったことは指摘したが，この月の趨勢系列は99％信頼区間のちょう

ど下限になった．その後，2021年後半に信頼区間下限を下回ったのを除くと2023年のはじ

め頃まで信頼区間下限を維持していた．つまり，新型コロナ感染症の拡大が始まって「巣

ごもり」と言われ人口移動が忌諱される社会的風潮にあった3年程度の間，一時期を除い

て，実際には都道府県間人口移動の総量としては減少してはおらず僅かながら増加するト

レンドを維持したことになる．そして，2023年頃からは2019年以来の低下トレンドが再開

している可能性がある．
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3.2．三大都市圏別にみた 死亡数と出生数

三大都市圏別の死亡数及び出生数について，2015年以後の変化について着目した時系列

の要因分解の結果を図7に示した．死亡・出生については，いくつかの地域差もあるもの

の，後にみる人口移動と比べると2015年以後の変化パターンは共通しており，全国的なショッ

クが広範な地域で観察されたといえる．
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出典：筆者作成．注：対数線形トレンド予測値は，2015年1月～2019年12月の趨勢系列を年月に対数
線形回帰したときの予測値とその99％信頼区間を示す．2020年1月以後は対数線形予測値の補外値．

図６ 全国の都道府県間移動数の趨勢と2015～2019年対数線形トレンドの予測値：

2015年１月から2025年３月
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図５ 全国の都道府県間移動数（＝転出数＝転入数）の推移：2000年１月から2025年３月
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まず，死亡数についてみると，趨勢系列の2015～2019年の対数線形の上昇トレンドはど

の地域においてもこの間の趨勢をよく説明しており，2020年に死亡数は一時的に減少し信

頼区間の下限付近にあったこと，その後反転・上昇に転じたことはどの地域においても共

通している．とくに，2022年2月には，大阪圏を除くすべての地域で水準変化（LS）が

起こっており，死亡数の趨勢に拡大があったとregARIMAモデルは識別している．なか

でも，東京圏における趨勢系列の上昇速度の加速が目立つ．なお，医療崩壊が起こったと

される大阪圏では2022年2～3月（撹乱成分比は1.208～1.130）と8～9月（撹乱成分比

は1.188～1.103）に顕著な死亡数の増加があり，どちらも減衰的変化（ED）と識別され

た．

2022年2～3月のショックを撹乱成分比で見ると，大阪圏で最も大きく（撹乱成分比は

1.208～1.130），次いで名古屋圏（1.107～1.064），東京圏（1.096～1.083）の順で，非大都

市圏（1.029～1.020）は最も小さかった．しかし，2022年12月～翌1月のショックは，逆

に非大都市圏（撹乱成分比は1.095～1.087）で最も大きく，名古屋圏（1.084～1.069），東

京圏（1.062～1.072）と大阪圏（1.069～1.070）の順になった．2022年2月のショックは

非大都市圏で最も小さかったが，2022年末のショックは非大都市圏で最も大きくなったこ

とは，「新型コロナショック」が大都市圏中心部から郊外，非大都市圏へと拡散したこと

を示唆するのかも知れない．

出生についても，趨勢系列の2015～2019年の三大都市圏の線型と非大都市圏の対数線形

の低下トレンドは，どの地域においてもこの間の低下傾向を良好に説明しており，趨勢系

列は99％信頼区間のレンジに収まる．2020年以後もその傾向は継続しており，程度の差こ

そあれ，すべての地域において2021年前半に信頼区間の範囲内で低下した後も上下動を繰

り返しながら概ね2015～2019年の低下トレンドにしたがっている．ただし，最も出生数の

規模が大きく，全国への寄与も大きい非大都市圏では，2022年以後に低下速度が加速して

おり，2023年以後は信頼区間下限を下回って推移している．三大都市圏別にみた出生につ

いて，regARIMAモデルが識別した唯一の異常値・変化点は非大都市圏における2024年

1月の加法的外れ値（AO）のみである（撹乱成分比は0.966）．全国では2023年前半頃か

ら出生数の趨勢系列は線型トレンド予測値の99％下限を下回っていたのは，非大都市圏の

寄与が大きいことがわかる．

このように新型コロナウイルス感染症が拡大した2020年以後，死亡数は増加速度を加速

させ，出生数は減少速度を加速させたため，自然減少の速度は加速した．どの地域におい

ても自然減少数の趨勢系列の2015～2019年の線型低下トレンドはこの間の低下傾向を良好

に説明していたが，東京圏・名古屋圏・非大都市圏では2022年のはじめ頃から，大阪圏に

おいても2022年末から自然減少数の趨勢系列は信頼区間下限を明瞭に下回りはじめた．そ

の要因としては，非大都市圏を除くと，死亡数の顕著な増加の影響が大きく，とくに2020

年以後の死亡数の水準変化（LS）の寄与が示唆される．
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3.3．三大都市圏別にみた 転出数と転入数

三大都市圏別の転出数と転入数及びこれらの差分である社会増減について，2015年以後

の変化について着目した時系列の要因分解の結果を図8に示した．死亡・出生と異なり，

人口移動は地域によってかなり事情が異なり，複雑な変化をした．ここでは2020年5月前

後のショックとその後の変化に論点を絞って分析結果を紹介したい．

まず，最初の緊急事態宣言が発令された2020年5月の一時ショックは全国的に都道府県

間移動量を大きく減少させた（3-1-③項）．図8によれば，これはすべての地域において，

転出数と転入数の双方を減少させる加法的外れ値（AO）があったことによる．ただし，

地域によって転出減少と転入減少の相対的な大きさが異なることにより，転入超過数の変

化は異なっていた．すなわち，総じて人口集中が進んだ大都市地域において転入数の減少

幅が大きく，逆に非大都市地域において転出数の減少幅が大きかった．まず，大阪圏と名

古屋圏では転入減と転出減が概ね同程度の大きさであった．撹乱成分比でみると，大阪圏

では転入減（0.780）＜転出減（0.788），名古屋圏では転入減（0.820）＜転出減（0.839）

であり，わずかながら転出減よりも転入減の方が大きい．東京圏では転出減（撹乱成分比

0.822）よりも転入減（撹乱成分比0.776）の方が大きく，その結果，転入超過数の減少を

招いた．これらに対して，非大都市圏では転出減（撹乱成分比0.764）の方が転入減（撹

乱成分比0.820）よりも大きく，転出超過数の縮小があった．

このような2020年5月の「新型コロナショック」の人口移動への影響は，すべての地域

において加法的外れ値（AO）として識別されていることから，趨勢系列に直接的に影響

を及ぼすことのない一時的なものである．しかし，図8をみると，2020年5月前後に東京

圏の趨勢系列に転入数の縮小と転出数の顕著な拡大という不連続な変化があることがわか

る．その理由を調べるため，東京圏の一都三県について2015年以後の変化に着目した転出

数と転入数の時系列の要因分解の結果を図9に示した．図9によれば，東京都の転入数と

転出数の趨勢系列に水準変化（LS）が起きており，転出数拡大と転入数縮小の趨勢の変

化があった．まず，2020年3月から4月にかけて転入数の趨勢系列は約3.5万件から約3.3

万件へ7.6％縮小した．そして，最初の緊急事態宣言があけた2020年6月から7月にかけ

てとりわけ大きな転出数の趨勢系列の拡大があり，約2.9万件から約3.3万件へ15.0％増加

した．その結果，東京都の転入超過数の趨勢系列は2020年3月の約7千から4月には4千

強へ約4割減少し，さらに7月のほぼゼロへと断続的に縮小している．
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2020年5月以後の人口移動の趨勢の変化に関して，2015～2019年転入超過数の趨勢系列

の対数線型のトレンドからの乖離に着目しよう．2015～2019年の趨勢は，大阪圏では転出

超過数の縮小，東京圏では転入超過数の増加があり，人口移動による人口減を緩やかにす

るもしくは人口増加を加速させる趨勢だった．逆に，名古屋圏と非大都市圏では転出超過

数の拡大があり，人口移動による人口減少が拡大していた．このような2015～2019年の趨

勢系列はすべての地域において対数線形トレンド予測値の99％信頼区間の範囲内にあった

が，2020年頃からすべての地域において転入超過数の趨勢は反転した．大阪圏では転出超

過が2015～2019年には縮小していたが拡大に転じ，東京圏では転入超過が拡大していたが

縮小に転じた．名古屋圏と非大都市圏では転出超過が拡大していたが，縮小に転じた．こ

れらのうち，大阪圏においては2025年3月までに転入超過数の趨勢は2015～2019年の対数

線形トレンドに回帰している．一方で，東京圏の転入超過の趨勢系列は2015～2019年対数

線形トレンド信頼区間下限をかなり下回って推移している．他方で，名古屋圏・非大都市

圏の転出超過は2015～2019年対数線形トレンド信頼区間上限をかなり上回って推移してい

る．東京圏における転出数は2015～2019年対数線形トレンドの水準に2025年3月までに回

帰しており，転入超過の戻りが遅いのは2015～2019年に増加趨勢であった転入数が2020年

以後低迷しているためである．逆に，名古屋圏と非大都市圏では2015～2019年転出数の増

加傾向が2019年後半頃から変調し，2020年に対数線形トレンド信頼区間の下限を下回るよ

うになったが，この転出数の縮小が継続している．これらの結果は2015～2019年の間は加

熱を続けていた非大都市圏から東京圏へ向かう「都心回帰」の人口移動の趨勢が，2020年

前後に減速したことを示唆する．なかでも，東京都の変化が顕著だが，東京圏の3県にお

いても転入数は低下趨勢である．ただし，2025年3月の時点において，東京圏の転入超過

数はプラス，非大都市圏ではマイナスである．非大都市圏から東京圏への人口移動がなく

なったわけではない．

4．まとめと今後の課題

本稿では人口動態の月次系列の季節性に対処したうえで，新型コロナウイルス感染症の

流行が始まった以後の時期に人口動態にどのような趨勢の変化があったのかを全国と三大

都市圏別に観察した．最小限のタイムラグをおいた最新のデータを分析した本稿の知見と

して，死亡数と出生数には全国的なショックが広範な地域で観察される傾向にあった．出

生数については，2020年以後「新型コロナショック」は全国には検出されていない一方で，

死亡に対する「新型コロナショック」は全国的に2022年2月以後に水準変化（LS）を生

じさせたことをregARIMAモデルは識別した．この背後には同時期の非大都市圏・東京

圏・名古屋圏における死亡数の水準変化（LS）がある．一方，大阪圏では2022年2月と

8月に断続的に大きな「新型コロナショック」があり，一時的な減衰的変化（ED）とし

て推定されている．死亡・出生・人口移動という人口動態のなかでも2022年以後は死亡の

変化が著しくなっており，新型コロナウイルス感染症拡大前（2015～2019年）の出生・死
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亡の趨勢系列は概ね単調な増減を示していたが，コロナ禍以後の死亡数は新型コロナウイ

ルス感染症の流行の波に沿った周期的な動きを示すようになっている．地域差も相対的に

は大きくなっているようにみえ，慎重なモニタリングの継続が望まれる．

一方，人口移動は地域によってかなり事情が異なっていた．おそらく，新型コロナウイ

ルスの人口動態への影響のなかで，最初の緊急事態宣言が発令された2020年5月の人口移

動への「新型コロナショック」が最も大きなものの一つであった．分析の結果，2020年5

月の「新型コロナショック」は，すべての地域で転入数・転出数の双方を減らしたものの，

東京圏では転出減よりも転入減が大きく転入超過数の減少をまねき，非大都市圏では転入

減よりも転出減の方が大きく転出超過数の縮小があった．この知見は筆者らが月次人口動

態系列のモニタリングを開始した2022年以来，最新データの分析結果によっても継続して

観察されており，頑健な結果であることが示唆された．さらに，東京都では2020年4月以

後の転入数の縮小，2020年7月以後の転出数の拡大のそれぞれに趨勢の変化が生じていた

ものの，東京圏全体でみればこれらの時期の変化は一時的なものであった．東京圏なかで

も東京都における転出数は新型コロナ前の水準に概ね戻っており水準変化（LS）は解消

に向かっているとみられる一方，転入数の戻りは遅い．「新型コロナショック」後の調整

は現在も続いているものと見られるため，地域人口動態の継続的なモニタリングとより精

緻な分析への深化が不可欠である．

本稿では，全国・東京圏・名古屋圏・大阪圏・非大都市圏の5区分の地域について間接

調整の季節調整を行い，これら5つに大別された地域区分に縮約した分析結果を示した．

たとえば，全国的に2022年2月以後の死亡数の水準変化（LS）が生じた背後には，同時

期の非大都市圏・東京圏・名古屋圏における死亡数の水準変化（LS）があることを明ら

かにしたが，具体的にどの都道府県でどの程度の大きさの変化が生じたのか，それらの変

化の都道府県間の関係はどのようなものかといった個別都道府県の状況については紙幅の

関係で言及できなかった．先述の通り，「新型コロナショック」後の調整は現在も続いて

いるとみられ，都道府県やそれよりも細かな地域区分によるモニタリング結果にも関心が

持たれるものと思われる．都道府県別の分析結果については別途報告する予定であるが，

今後の課題としたい．

そのほかに分析上の限界として，3つの課題を指摘しておきたい．第一に，冒頭でも触

れた通り，本研究は人口動態系列の実数を対象として月別時系列の要因分解を行い，趨勢

を観察するものである．主要な観察期間は新型コロナウイルス感染症の流行が始まった

2020年以後の変化ではあるが，人口動態系列の観察期間としては1995年もしくは2000年以

後の期間であり，わが国の人口動態は着実に少子高齢化の影響を受けるようになっている．

人口学的には，基本構造といわれる男女・年齢構造に影響されない事象の観察が極めて重

要である．新型コロナウイルスの影響評価として，全国の死亡については石井ほか

（2025）が月次生命表を構築して既に実施している．実数ではなく人口学的な率に依拠し

た，出生や人口移動への影響評価，地域別にみた影響とその関連の評価についても今後進

める必要がある．
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第二に，本研究は人口動態系列からカレンダー効果と季節成分を除去した趨勢系列と撹

乱成分の変化タイミングを新型コロナウイルス流行の開始時期との関連で言及しているに

すぎず，新型コロナウイルスの直接的な影響を評価するものではない．これまでほとんど

活用されてこなかった月別人口動態系列の変化の観察を可能にする時系列の要因分解結果

は行政をはじめとする多くのユーザーに有用な情報であると思われるものの，2020年以後

の人口動態系列の変化にはその他の要因の影響が含まれるため，新型コロナウイルスの影

響評価としては限界がある．たとえば，清水（2024）は，2020年前後における東京圏の転

入超過数の急減を規定した要因を人口学的・社会経済的に検討し，コロナ禍の影響だけで

なく東京オリンピック開催などによる2010年代後半の転入数と転入超過数の急増や少子化

による青年人口の減少の影響も指摘している．新型コロナウイルスの人口動態系列への影

響評価としては，より直接的・構造的な分析が望まれる．

最後に，本研究では経済統計の分析で広く一般的・標準的に活用されているセンサス局

法による季節調整を人口動態統計系列にも容易に応用可能であることを示すことも目的の

ひとつとし，X-13-ARIMA-SEATSプログラムのほとんどのオプションを初期設定のま

ま利用した．しかしながら，個別系列の統計学的なふるまいを精査せずに時系列の要因分

解を機械的に実施すると，統計学的には非標準な非定常時系列に対する時系列の要因分解

を実施することになりかねない．その場合には，通常の推定方法が有するパラメータの一

致推定量や t統計量の大標本近似といった望ましい性質が保持されない（国友・高岡

2005）．一方で，国友（2001）によれば，時系列を定常化させる階差次数及び季節階差次

数の選択は統計的にかなり難しい問題であり（p.15），regARIMAモデルを用いた季節調

整法を利用するにはかなりの専門的知識と経験のある専門家が必要である（p.26）．これ

らは個別系列についての理解と熟練が必要であるという指摘であり，月別人口動態系列の

より効率的・効果的な活用のためには，このような分析手法の精緻化も望まれる．
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RegionalPopulationDynamicsaftertheCOVID-19PandemicinJapan:An
ExaminationoftheMonthlyTimeSeriesofBirths,Deaths,andMigration

intheThreeMajorMetropolitanAreasafterthe2000s

SUGAKeitai),KOIKEShiro1),andKAMATAKenjiii)

ThisstudyrigorouslyanalyzesthelatestevolutionofpopulationdynamicsinJapanbyfocus-

ingonmonthlyvitalstatisticsseries,includingthenumberofbirths,deaths,andinter-prefectural

in-migrationandout-migration.Toaddresstheseasonalityembeddedintheseseries,weapplythe

well-establishedX-13ARIMA-SEATSmethoddevelopedbytheU.S.CensusBureau.Wedecom-

posetheseasonalcomponentsforeachprefecture,andsummarizethekeyresultsbyaggregating

themforthenationasawholeandthethreemajormetropolitanareas.Inparticular,weinvestigate

whetherpopulationtrendsshiftedaroundApril・May2020,whentheCOVID-19pandemicbegan

andtheJapanesegovernmentdeclaredthestateofemergencyforthefirsttime.

Theanalysisrevealedthatbirthsanddeathsweresubjecttonationwideshocksobservedacross

awiderangeofregions.Notably,theregARIMAmodelidentifiedalevelshiftindicatingasus-

tainedincreaseindeathsbeginninginFebruary2022.Incontrast,populationmobilityexhibited

substantialregionalvariation.Althoughthe"COVID-19shock"inMay2020reducedbothin-

migrationandout-migrationacrossallregions,theTokyometropolitanareaexperiencedagreater

declineinin-migrationthaninout-migration,resultinginareductioninnetin-migration.

Conversely,innon-metropolitanareas,thedeclineinin-migrationwassmallerthanthatinout-

migration,leadingtoareductioninnetout-migration.

Keywards:Monthlybirths,deaths,andinter-prefecturalmigration,COVID-19,Seasonaladjust-

ment
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